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1．要　旨

断熱材の熱伝導率測定に関し，0℃以下および

100℃以上の温度範囲において熱伝導率測定の標準

物質となるものがほとんど無いという問題がある。

そのため，例えば保護熱板法（GHP法）による測

定では，装置を校正することができず，装置ある

いは測定者の違いにより，同質材料であるはずの

断熱材の熱伝導率に大きな差が生じている。そこ

で，測定方法や装置の違いが，断熱材の熱伝導率

測定にどれほどの影響を与えるものなのかを調査

するとともに，標準物質が存在しない温度範囲で

如何にして正確な測定をするかという課題に取り

組むことにした。本研究では，同一あるいは同

質・同形の試験体を使って，－170～1300℃の温

度範囲においてGHP法，周期加熱法，非定常熱線

法およびホットディスク法による測定が可能な装

置をそれぞれ開発し，それらの測定結果を比較す

ることで，測定方法の違いによる熱伝導率の差に

ついて検討した。その結果，少なくとも同質・同

形の試験体を対象にする限り，測定方法が異なっ

ていても±10%の範囲で一致することが分かった。

したがって，標準物質が存在しない温度範囲では，

ある測定方法で得られた熱伝導率を，異なる測定

方法による結果と比較することが，正確な熱伝導

率を得る有力な手段の一つになると考えられる。

2．緒　言

近年，産業の発展とともに環境破壊が一段と進

み，公害や酸性雨，地球温暖化，オゾン層破壊，

異常気象が相次ぐようになってきた。なかでも，

地球温暖化は世界的な問題にまで発展し，各国と

も廃熱量の規制，二酸化炭素の排出量を抑える等

の対策に積極的に取り組んでいる。特に，工業炉

や焼却炉，工場，ビル，家屋からの廃熱は，省エ

ネルギーの問題にも関連するため非常に注目され

ており，これらの廃熱を如何に低減させるかとい

うことが非常に重要な課題となってきている。そ

のため，断熱材のさらなる性能向上が期待されて

いるのだが，断熱材の開発に欠かせない役割を果

たしている熱伝導率の測定精度向上も重要な課題

の一つである。熱伝導率は断熱材の性能指標の一

つであり，これをどこまで低減させることができ

るかが開発の主目的となる。そして，より正確に

熱伝導率を測定できることが，開発段階での断熱

性能把握や，温度，嵩密度等の様々なパラメータ

との関係を把握するための必要条件になる。また，

断熱材を使用する側にとっても，正確な熱伝導率

を使って熱設計することが，過剰な断熱施工によ

るスペースや資源の無駄，コストアップ，あるい

は不十分な断熱施工によるエネルギーの無駄を避

けることにつながる。

熱伝導率の測定方法は様々であるが，断熱材の

熱伝導率測定には主に定常法が好んで用いられ，

保護熱板法（Guarded Hot Plate method, GHP

法），熱流計法，平板比較法等が代表的である。

特にGHP法は絶対法ともよばれ，標準的な測定

方法として位置付けられている。さらに，非定常

熱線法は，通常の非定常法のように熱拡散率を測

定するのではなく熱伝導率を直接測定できるた
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め，比較的頻繁に使用されている。

一方，熱伝導率の正確な測定が非常に重要な技

術であるにもかかわらず，広い温度範囲において

測定の標準となる物質がほとんど無いという問題

がある。世界的には米国の国立標準技術研究所

（National Institute of Standards and Tech-

nology, NIST）が提供するグラスウールが標準

物質となっているが，その温度範囲は約7～67℃

である。したがって，100℃以上の高温域や0℃

以下の低温域では標準物質がないのが実情であ

る。そのため，絶対法であるGHP法が標準的な

測定方法とされてはいるが，この測定にも当然な

がら測定装置あるいは測定者の違いにより差があ

り，それを校正あるいは補正することができない

状況となっている。例えばNISTが世界的に行っ

たGHP法によるラウンドロビン試験では，非常

に大きなばらつきのあることが報告されている1）。

図1と2はその結果であり，それぞれアルミナ－

シリカ系繊維質断熱材およびケイ酸カルシウム保

温材を試験体として実施された絶対温度Tに対す
る熱伝導率λのばらつきを示している。この試験

では，同じ製造ロットの中からいくつかの試験体

を選び出し，それらを世界各地の研究所あるいは

試験機関に配っているため，ロット内の試験体ば

らつきは含まれたままである。また，試験機関ご

とに試験体の形状やサイズが異なり，直径

200mmの円盤状から610×610mmの板状のもの

までさまざまである。図中の○や△等の記号は，

各試験機関により測定された結果を表しており，

測定温度Tに対して最小自乗法を使って得られた
近似式を基準にしたばらつきを示している。こ

こで，λobsは測定値，λcalcは近似式を使って得ら

れた計算値である。図1から，アルミナ－シリカ

系繊維質断熱材では，熱伝導率に±15%ほどの

ばらつきが生じているのが分かる。また，図2か

ら，ケイ酸カルシウム保温材では－20～+15%の

範囲に至ることが分かる。したがって，住宅建

築や工業炉，配管，保冷タンク等の熱設計で，

これらの断熱材を使った場合の断熱効果を計算

するようなときに，どの値を使うかで20～30%

もの差が生じてしまい，大きな問題になると予

想される。さらには，断熱材の熱伝導率には非常

に大きな幅がある，あるいは測定装置に依存する

という印象を，断熱材の製造者や利用者に与えて

しまう可能性が心配される。

そこで筆者は，ラウンドロビン試験で実施して

きたような同一測定方法（GHP法）に基づく装

置間の比較ではなく，いくつかの全く異なる測定

方法を用いて，同一あるいは同質・同形の試験体

の熱伝導率を測定比較し，測定方法に依存する差

異を検討した。さらに，標準物質の無い温度範囲

で，この測定結果の相互比較が正確な熱伝導率を

決定するのに有効な方法であるかを検討した。具

体的には，同一または同質・同形の試験体を使っ

て異なる測定方法の実施が可能な装置を開発し，

各測定方法による結果の比較を試みた。特に，定

常法と非定常法による測定結果の比較は，試験体

の加熱条件が全く違った場合における熱伝導率を
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図1 アルミナ－シリカ系繊維質断熱材の熱伝導率に関する
ラウンドロビン試験の結果；各研究機関の測定結果
の平均値に対するばらつき1）
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図2 ケイ酸カルシウム保温材の熱伝導率に関するラウンド
ロビン試験の結果；各研究機関の測定結果の平均値
に対するばらつき1）



ニチアス技術時報　2007 No. 3

─　　─3

比較することになるため，非常に重要であると考

えられる。ここで，同一あるいは同質・同形の試

験体を測定するのは，試験体が持つ個体差をでき

るだけ少なくしたいためである。異なる測定法と

してはGHP法，非定常熱線法，周期加熱法，ホッ

トディスク法を選択し，これらの測定法が可能な

装置を自作し，温度範囲－170～1300℃におい

て結果の相互比較を行った。

3．測定原理

3.1 保護熱板法（GHP法）

この測定方法は，試験体が厚さ dの平板で，
厚さ方向に一次元定常熱流を実現させ，その時

の発熱量Q，熱流面積S，試験体の両表面間の温
度Δθから，熱伝導率λを次式より求める方法

である2）。

………………………………………（1）

図3に示すように，発熱部分は主熱板と保護熱

板からなり，保護熱板は，熱的絶縁を目的とし

た溝（ギャップ）を挟んで，主熱板を取り囲む

構造になっている。両熱板の温度が常に等しく

なるように保護熱板の温度を制御することで，

熱が試験体の側面方向に流れないようにしてい

る。図3（a）に測定部の立体図を示す。また，試

験体1枚方式と2枚方式があり，1枚方式では試

λ＝ θ･SΔ
Q･d

験体を1枚用意し，主熱板を中心にして試験体を

設置する側の反対側に熱が流れないように，断

熱材と補償ヒータを設けている（図3（b））。補償

ヒータを主熱板と同温度になるように制御する

ことで，主熱板で発生した熱が全て試験体を通

過して低温熱板に吸収される。一方，2枚方式で

は同質同厚の試験体を2枚用意し，それらで主熱

板を挟むように設置する。熱は主熱板で発生し，

2分されてそれぞれの試験体を通過して低温熱板

に吸収される（図3（c））。本研究では，1枚方式

を使用している。

3.2 周期加熱法

周期加熱法は，非定常法による熱拡散率測定の

一手法である。ここでは，x軸方向への1次元熱
流を仮定し，図4に示すように試験体の厚さ方向

に x軸をとり，厚さをLとする。原点に試験体の
放熱面，x=Lに試験体加熱面があるとし，原点で
は温度が常に一定に保持され，x=Lで温度は周
期変化sin（ω t +η）していると仮定する。ここ
で，ωは角振動数，tは時間，ηは任意の位相で
ある。この条件の下で一次元の熱伝導方程式を解

くと，x=Lと任意の点 x= xmにおける温度波の振

幅比A（=θ1/θ0）および位相差φが次式のように
求まる。

…（2）A＝ ＝ 
sinh kxm（1+i） 
sinh kd（1+i） 

cosh 2kxm－cos 2kxm

cosh 2kd－cos 2kd

1/2

①主熱板 ②保護熱板 ③低温熱板 ④補償ヒータ ⑤試験体 
⑥ギャップ ⑦断熱材 

（a）試験体2枚方式の立体図 
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図3 保護熱板法（GHP法）の模式図
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………………………（3）

…………………………………………（4）

ここで，κは熱拡散率，iは虚数単位であり，fを
周期とすると，ωは次式で定義される3）。

ω＝2π/f …………………………………………（5）

以上から，加熱面の温度波と試験体内部の任意

の位置 xmにおける温度波を比較し，その振幅比あ

るいは位相差を測定することで，熱拡散率を求め

ることができる。すなわち，測定した振幅比Aを
式（2）に代入することで kを求め，その値を式
（4）に代入して熱拡散率κを得る。同様に，位相

差φを式（3）に代入して得た kと式（4）から熱
拡散率κが求まる。さらに熱伝導率λは，別途測

定した密度ρと比熱 cを以下の式に代入すること
で求まる。

λ＝ρcκ …………………………………………（6）

本研究では，位相差φを測定して熱拡散率を求

めている。これは，振幅比の測定では，試験体の

側面から熱損失が生じ，大きな誤差を含む可能性

があるためである。

3.3 非定常熱線法

図5に示すように，試験体内に線状の熱源を置

き，そこから一定の熱量Qを発生させ，それが径

方向に均一に流れると仮定する。この時，熱を発

生し始めてから t1および t2時間後の，熱源から一
定距離にある点の温度変化量をΔθとすると，熱

伝導率λは次式から求まる4）。

………………………………（7）λ＝ 
Q
4π 
1n（t2/t1） 
θ Δ 

k＝ ω 2κ 

φ＝arg
sinh kxm（1+i） 
sinh kd（1+i） 

3.4 ホットディスク法

ホットディスク法は，非定常面加熱（TPS）法

に基づいて，熱伝導率と熱拡散率，比熱を同時に

測定する方法である5）。本研究で使用した装置は

ホットディスク社製（京都電子工業株式会社）で

ある。TPS法は，温度センサーを兼ねた薄い円形

ヒータからの発熱を利用しており，本装置では，

円形状のポリイミドの薄膜にニッケルを渦巻き状

に蒸着させたセンサーを使用している。図6に

センサーの模式図を示す。半割にした試験体の間

にセンサーを挟み，一定時間，ニッケル線に一定

電流を流し発熱させ，同時にその電気抵抗の変化

から温度上昇を測定する。電気抵抗R（ t）は次式
で表される。

……………………（8）

ここで，R0は通電前の電気抵抗，αはニッケル
の電気抵抗に関する温度係数， はセンサー

の平均上昇温度であり，次式で表される。

……………………………（9）

P0はヒータの発生熱量，rはディスクの半径，
λは試験体の熱伝導率である。また，τおよびD
（τ）は次式で表される。

…………………………………（10）

…（11）

ここで，κは熱拡散率，tは測定時間，Θは特性
時間（Θ=r 2/κ）であり，I0は変形ベッセル関数，
σは無次元時間，vはニッケル線の幅，uはニッ
ケル線間の間隔である。

さらに，式（8）は，R *＝R 0［1＋αΔTi］、C＝

αR0P0 /（π3/2 rλ）とおくことで，次式のような

D（τ）＝ dσ･σ－2 vdv 4σ2 
－（u2＋v2） 

2σ2 
uvτ 

0 ∫ ∫ 
1

0
udu・exp ・I0

 
∫ 
1

0

τ＝ ＝ t
Θ 

κt
r

T（τ）＝ Δ D（τ） π3/2rλ 
P0
 

T（τ）Δ

R（t）＝R0｛1＋α Ti＋α T（τ）｝ ΔΔ

試験体 

熱線 

熱電対 

図5 非定常熱線法の模式図

試験体 

電極 

ポリイミドシート 

発熱部分 
ニッケル 

図6 ホットディスクセンサーの模式図と試験体にセット
したときの概念図
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D（τ）とR（ t）の直線関係が得られる。

R（ t）＝R *＋C･D（τ）…………………………（12）

したがって，一定時間に一定電流を流して試験

体を加熱し，その時の電気抵抗R（ t）の時間変化
を測定する。その測定結果に対し，特性時間Θを

変えながら，式（12）にカーブフィッティングさ

せていくことで，そのときに得られる直線の傾き

がCとして求まり，熱伝導率が決定される。また，
最適なΘから熱拡散率が求まり，熱伝導率と熱拡

散率から比熱が求まる。

4．測定装置

開発した装置は，周期加熱法，非定常熱線法，

ホットディスク法の3つの方法による測定が可能

な装置C170（測定温度範囲：－170～30℃）と，

非定常熱線法と周期加熱法による測定が可能な

H1000型（測定温度範囲：100～1000℃），GHP

法と周期加熱法による測定が可能なH1300型（測

定温度範囲：100～ 1300℃）の3機種である。

C170とH1000型では，同一試験体による測定比

較が可能であるが，H1300型では同一ではなく，

同質・同形の試験体の測定比較となる。以下に，

測定装置の詳細について述べる。

4.1 熱伝導率測定装置C170型（－170～30℃）

図7に開発した装置の模式図を示す。装置は，

保冷部，測定部，制御部から構成されている。試

験体およびその周辺部分は液体窒素により冷却さ

れるが，保冷部は，その液体窒素を貯えるタンク

部分と，それを保冷するウレタンフォームからなっ

ている。測定部は，試験体を納める試験体ボック

ス（アルミ製）と，雰囲気温度を制御する円筒

ヒータから構成されている。試験体ボックス内に

は，温度波を発生させるための周期加熱ヒータ

（任意波形発生器により波形を発生），その温度波

を試験体側へ効率よく流すための補償ヒータ，そ

して低温側ヒータ，その外側に，ボックス内の雰

囲気温度を制御するための円筒ヒータがある。2枚

一組の試験体（約150×100×20～30mm×2枚）

を重ねて，周期加熱ヒータと冷却側ヒータの間に

設置する。その時，2枚の試験体間に，熱線（ニ

クロム線φ0.3mm，長さ150mm）と熱電対（K

タイプ，φ0.1mm），ホットディスクのセンサー

が挟み込まれる。ただし，ホットディスクのセン

サーは，ホットディスクによる測定時にのみ試験

体間に挟み込まれる。制御部は，温度コントロー

ラ，任意波形発生器，デジタルマルチメータ，パ

ワーサプライ，ホットディスク装置，コンピュー

タから構成されている。

周期加熱法による測定の条件は，定常状態に達

してから4時間以上かけて温度波を計測し，その

うちの任意の3つのピークを使って位相差を求め，

それらの平均値より熱拡散率を算出した。ピーク

値は，温度波形の先端付近を2次式で最小自乗近

似して決定し，また，式（3）から kを求める際
は，1次補間法を用いている。周期加熱ヒータ側

表面の温度波の平均温度と冷却板側の温度の差は

約10℃であり，両温度の平均を測定温度とし，

温度波の周期は30～120分である。振幅約1Volt

（±4℃程度）の温度波を加熱面側に発生させた。

周期加熱法を使用した場合に必要となる比熱は，

ホットディスク法により求めた。

非定常熱線法による測定では，熱線の近傍およ

び試験体の上，下面の温度差が0.5℃以内になり，

その後1時間以上，0.1℃以上の変化がないことを

確認してから測定を開始した。熱線にはステップ

状に約0.5Vの電圧を約7分間印加した。温度上昇

は，試験体にもよるが5℃程度であり，電圧印加
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前の温度を測定温度とした。測定回数は各温度で

3回とし，1回終了するごとに約2時間放置し，試

験体の温度が均一になったことを確認してから，

繰り返し測定を行った。

4.2 熱伝導率測定装置H1000型（100～1000℃）

図8にH1000型の模式図を示す。測定部の構成

は，周期加熱ヒータと補償ヒータからなる高温側

ヒータ，試験体を挟んでその下にある低温側ヒー

タ，試験体を取り巻く周辺の雰囲気温度を制御す

る円筒ヒータからなっている。周期加熱ヒータで

発生した温度波は，その下側に設置した試験体へ

伝播する。温度波が下側へ効率よく伝播するよう

に最上部には補償ヒータが設置され，また，下側

の低温側ヒータは常に一定の温度に制御されてい

る。これら3つのヒータは，どれもWattorow社

製であり，そのサイズは約150×100mm，厚さは

約 50mmである。試験体のサイズは約 150 ×

100mm，厚さ10～30mmの平板を2枚重ねて測

定する。また，土台となっているSUS板には銅

の水冷管が溶接されており，冷却板の温度を一

定に保つための補助的役割を担っている。各部

分の温度測定にはR型熱電対（直径φ0.32mm）

を用い，ヒータの温度制御には（株）チノー製

の制御装置（SU12N6141LNN）を使用した。ま

た，各部に設置された熱電対はスキャナー（ア

ドバンテストR7210），デジタルマルチメータ

（YOKOGAWA 2501A）をへてコンピュータに

接続されている。

周期加熱法による測定の条件は，C170型とほ

ぼ同様であるが，平均比熱の測定には，自作した

投下法による装置6）を使用した。

非定常熱線法による測定は，基本的にはC170

型と同様である。2枚用意した試験体の間に鉄ク

ロム電熱線2種（FCH2）を熱線として設置した。

熱線を設置したイメージを図8の⑩に示す。熱線

の近傍および試験体の上，下面の温度を，直径φ

0.32mmのR型熱電対で測定し，これら3点にお

ける温度差が0.5℃以内になり，その後1時間以

上，0.1℃以上の変化がないことを確認してから

測定を開始した。

この装置では，周期加熱法との同一試験体によ

る比較が行えるが，周期加熱法を実施する際は，

熱線を取り外している。

4.3 熱伝導率測定装置H1300型（100～1300℃）

図9にGHP法による熱伝導率測定装置の概略を

示す。測定部の構成は，主熱板と保護熱板からな

る高温側ヒータ，その上下にある低温側ヒータと

補償ヒータ，試験体周辺の雰囲気温度を制御する

円筒ヒータからなっている。水冷タンクは，補償

ヒータおよび低温側ヒータに熱がこもるのを防ぐ

働きをしている。試験体（約120×120mm，厚さ

15～20mm）は高温側ヒータと上側の低温側ヒー

200
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タの間に設置され，熱流方向は上向きである。円

筒ヒータはカンタル（株）製であるが，その他の

ヒータは自作したものである。加熱面側のヒータ

は，50×50mmの主熱板とそれを取り囲む85×

32mmの4枚の保護熱板からなり，また，上下の

冷却板および補償ヒータのサイズは120×120mm

である。どれも全て緻密質なアルミナ製の厚さ約

3mmの板であり，これらの板に直径1mm程度の

穴を開け，内径1mmの碍子管（Insulator tube）

に通した白金線（Pt wire；直径φ0.6mm）を巻

き付けてヒータとした。ここで，保護熱板は，一

本の白金線を使って4枚の板を直列につないだ構

造になっている。主熱板と保護熱板との間には約

3mmのギャップがあり，そこには粉末質断熱材

を詰めて熱的絶縁とした。また，主熱板と保護熱

板との間に熱橋ができるのを避けるため，両者を

繋ぐような固定部材を使用せず，図9に示す断熱

材2の上に両熱板を置くだけとした。この断熱材

は，厚さ約20mm，熱伝導率は約0.1～ 0.3W/

（m･K）であり，補償ヒータとの間に設置されて

いる。補償ヒータの温度は，主熱板の温度と

1000℃以下の範囲では0.1℃以下で，1000℃を超

える範囲では1℃以下で一致するように制御し

た。さらに保護熱板の温度も同様に制御されるの

だが，これに関しては，示差熱電対により両者の

起電力差を測定し，温度にして0.1℃以下で両者

が一致するように制御した。各部分の温度測定に

はR型熱電対（直径φ0.32mm）を用い，温度お

よび起電力差の制御には（株）チノー製の制御装

置（SU12N6141LNN）を使用した。また，各部に

設置された熱電対はスキャナー（アドバンテスト

R7210），デジタルマルチメータ（YOKOGAWA

2501A）をへてコンピュータに接続されている。

主熱板で発生する電力は，デジタルパワーメータ

（YOKOGAWA 2533）により測定した電流値と

主熱板の抵抗値とから算出し，その値を試験体に

流れる熱量とした。

H1300型で周期加熱法による測定をする場合

は，GHP法による測定で使用した主熱板と保護

熱板を電気的に直列に繋ぎ周期加熱ヒータとし，

任意波形発生器と連結して温度波（周期30～120

分，振幅約2～6℃）を発生させる。温度波は上

向きに伝播する。試験体内部の温度については，

GHP法で使用した試験体の上に，同質・同形の

試験体を重ね，その間に設置した熱電対で測定し

た。そして，加熱面と内部の温度波の位相差より

熱拡散率を測定し，投下法によって得られた平均

比熱を使って熱伝導率を算出する。

5．測定結果

5.1 非定常熱線法，周期加熱法，ホットディスク

法による測定比較

図10に，嵩密度119kg/m3のポリウレタンフォー

ムの熱伝導率を示す。ここで，記号●，△，■は，

それぞれ，非定常熱線法，周期加熱法，ホット

ディスク法による結果である。実線は，両者を比

較し易くするために非定常熱線法の測定結果を

2次式で最小自乗近似した結果であり，破線はそ

の近似結果に対する±10%の範囲を示している。

3手法とも，ほぼ±10％以内で一致しているが，

周期加熱法に関しては－10℃～10℃付近の辺り

で，値が異常に大きくばらついているのが分かる。

この原因は，温度波が氷の融点をはさんで周期的

に変化することによるものと考えられる。2つの

試験体の合わせ面あるいは試験体表面に付着して

いる水分，さらには周期加熱ヒータ内部に含まれ

る水分の相変化が周期的に生じ，温度波に歪みを

与えてしまったと考えられる。

一方，ホットディスク法では，－120℃以下の

温度域で値が他の2手法に比べ徐々に小さくなっ

てしまった。これは，本研究で使用したセンサー
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が，－120℃以下で正確な補正がなされていない

ためである。

5.2 非定常熱線法と周期加熱法による測定比較

図11～13に，H1000型を使って測定した結果

を示す。これらは全て，同一試験体に対して非定

常熱線法と周期加熱法を適用した結果である。

図11に，ケイ酸カルシウム保温材（123kg/m3）

の100～400℃における熱伝導率λを示す。厚さ

30mmの試験体を2枚重ねて測定した。ここで，

記号△，○は，それぞれ，非定常熱線法，周期加

熱法による測定結果である。実線は，非定常熱線

法による結果に対して1次式で最小自乗近似した

結果であり，破線はその近似結果に対する±10%

の範囲を示している。両者は，約300℃でほぼ

±10%，その他の温度では数%以内で一致してい

ることが分かる。

図12，13に，それぞれ，嵩密度が393kg/m3と

458kg/m3の場合における軽量レンガの200～

800℃における熱伝導率λを示す。両試験体とも，

厚さ25mmの試験体を2枚重ねて測定した。ここ

で，記号や曲線等の意味は図11と同じであるが，

近似曲線は2次式である。嵩密度が393kg/m3の

軽量レンガでは，200～800℃の温度範囲におい

て数%以内で一致し，458kg/m3のものについて

は，約450℃で10%程度，その他の温度では数%

以内で一致していることが分かる。

5.3 GHP法と周期加熱法との測定比較

図14に，H1300型を使って得た，大気圧下お

よび真空下におけるGHP法と周期加熱法による

測定結果の比較を示す。試験体として使用したア

ルミナ系繊維質断熱材の嵩密度は205kg/m3であ

る。GHP法による測定では厚さ約15mmの試験
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体1枚を使用し，周期加熱法の際には，さらに同

質・同形の試験体をもう一枚重ねて測定した。記

号□，△は，大気圧下におけるGHP法および周

期加熱法による測定結果を示し，記号■，▲は，

真空下（約1.3Pa）におけるGHP法および周期加

熱法による測定結果をそれぞれ示している。また，

実線はGHP法による結果に対して2次式で最小自

乗近似した結果であり，破線はその近似結果に対

する±10%の範囲を示している。大気圧下におけ

る両者の測定結果は，約1300℃でほぼ10%，そ

の他の温度では数～5%程度で一致し，真空下に

おいては全温度域（100～1300℃）で，±10%以

内で一致していた。

5.4 異なる装置による測定比較

異なる装置間（H1000型とH1300型）による差

異を，同種の試験体を使って周期加熱法による測

定で検討した。ただし，試験体のサイズがそれぞ

れの装置で違うため，一枚の板状試料からそれぞ

れのサイズの試験体を切り出し，同種の試験体と

した。図15にその結果を示す。記号▲および△

は，大気圧下におけるH1000型およびH1300型の

結果であり，記号◆および◇は，真空下（約

1.3Pa）におけるH1000型およびH1300型の結果

である。また，実線はH1300型の結果に対して

2次式で最小自乗近似した結果であり，破線はそ

の近似結果に対する±10%の範囲を示している。

大気圧下および真空下とも，両者の結果はほぼ

±10%以内で一致しており，装置間にほとんど差

がないことが分かる。

6．考　察

6.1 異なる測定方法の結果比較の有効性

同一あるいは同質・同形の試験体を使って，

GHP法と周期加熱法，非定常熱線法，ホットディ

スク法による測定結果を比較したところ，ほぼ

±10%以内で一致した。このばらつきは，NIST

のラウンドロビン試験のばらつきよりもかなり低

い値であることがわかる。したがって，ある測定

法により得られた結果を，全く別の方法で測定し

た結果と比較することで，その結果を再確認する

ことが可能である。これは，一つの測定方法に基

づく繰り返し測定による確認とは全く別の確認方

法であり，よって，標準物質が存在しないような

温度範囲において，異なる測定方法による結果の

比較が，正確な熱伝導率を得る有力な方法の一つ

として追加できると考えられる。

6.2 同一測定方法に基づく異なる装置の結果比較

周期加熱法に基づく二台の装置についての比較

では，両者の結果は±10%以内で一致することが

分かった。このばらつきも，NISTのラウンドロ

ビン試験のばらつきよりかなり低い値である。こ

の原因として，GHP法と周期加熱法の装置の構

造上の違いが考えられる。GHP法では，試験体

を伝播する熱流と温度差をできるだけ正確に測定

する必要があり，そのため装置の構造が複雑にな

り設計者に依存する傾向がある。一方，周期加熱

法では，温度波の位相差のみを測定するため，熱

流の測定は必要とされず，また，温度測定精度が

温度波におよぼす影響が小さいため，装置の構造

にほとんど依存しない。それ故，試験体のサイズ

や加熱ヒータの構造，熱流方向等が違っても，両

装置の測定結果に大きな差が生じなかったと考え

られる。

7．結　言

断熱材を対象として，同一あるいは同質・同形

の試験体を使って，GHP法，周期加熱法，非定

常熱線法およびホットディスク法による測定が可

能な装置を開発し，温度範囲－170～1300℃にお

いて測定結果の比較を行った。その結果，少なく

とも同質・同形の試験体を対象にする限り，測定
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図15 周期加熱法による測定装置H1000とH1300の比較
アルミナ－シリカ系繊維質断熱材（ρ＝205kg/m3）
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方法が異なっていても±10%以内で一致すること

が分かった。したがって，標準物質が存在しない

温度範囲では，ある測定方法で得られた熱伝導率

を，それとは異なる測定方法により得られた結果

と比較することが，より正確な熱伝導率を得る有

力な手段の一つになると考えられる。
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